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１ 需要動向

（１）需要量

○ 大豆 需要量は 年間500 ト 程度 推移 たも 16年 降 油糧用 国際価格 高騰 影響○ 大豆の需要量は、年間500万トン程度で推移していたものの、16年以降、油糧用について国際価格の高騰の影響に
よりなたね油に移行し、近年は400万トン強で推移。なお、食品用は100万トン程度で推移。

○ 国産大豆は実需者から味の良さ、安心感等が評価されており、ほぼ全量が豆腐、煮豆、納豆等の食品用向け。
○ 用途別に国産大豆の使用割合をみると、煮豆・惣菜用では8割以上となっているが、それ以外の用途では低い。

○ 我が国における大豆の需要状況
（単位：千トン）

油糧用食 用

○ 我が国の大豆の需要量（平成１９年）
飼料、
種子等

需要量 自給率
うち食用

うち国産

16年度 4,715 1,053 156 3%

17年度 4 348 1 052 218 5%

油糧用

3,044千トン

（71％）

食 用

1,045千トン

（24％）

その他

215千トン

(5％）

17年度 4,348 1,052 218 5%

18年度 4,237 1,046 222 5%

19年度 4,304 1,045 220 5%

○ 食用大豆の国産、輸入割合（平成１９年）

輸 入

825千トン
国 産

220千トン年度 , ,

20年度
（概算）

4,034 1,037 255 6%

資料：食料需給表
注：国産は生産流通振興課推定

千トン

(79%)
220千トン

(21%）

○ 国産大豆の用途別供給割合（平成１９年）

優れている点 味、加工適性

○ 国産大豆に対する実需者の評価

○ 国産大豆の用途別供給割合（平成１９年）

豆腐
61%

（25%）

煮豆・惣菜

12%
(84%)

納豆
12% 

(19%)

味噌
醤油
8% 

(9%)

そ
の
他

劣っている点 供給が不安定、ロット規模

１

きな粉、
お菓子等

注：（ ）内は各用途における国産シェアである。



○ 最近の大豆の国際相場は 中国やインド等の人口超大国の経済発展による食料需要の増大 世界的なバイオ燃料の

（２）大豆の国際需給の動向等

○ 最近の大豆の国際相場は、中国やインド等の人口超大国の経済発展による食料需要の増大、世界的なバイオ燃料の
原料としての穀物等の需要増大、地球規模の気候変動の影響といった要因による穀物需給のひっ迫から高騰し、2008
年には史上最高値を更新したが、その後、金融不安、世界的不況による需要減退の懸念から値が下がっている。

○ 輸入大豆と国産大豆の価格推移○ 大豆のシカゴ相場の推移

15,836
16 000

(円/60kg)
18 0

(ドル/ブッシェル)

12,000

16,000

国産価格

非GMO分別価格

12 0

14.0 

16.0 

18.0 

9,536

6,931
6,835

7,364 7,0798,000

GMO不分別価格

8.0 

10.0 

12.0 

5,653
4,501 4,585

3,473 3,758 3,918

4,525
3,745 3,505 3,745

5,315
4,670

3 105 3 228 3 318
3,935

3 145
3,985

4,000
2.0 

4.0 

6.0 

注．シカゴ商品取引所の各月第１金曜日の期近価格

3,105 3,228 3,318 3,145 2,905 2,945 2,973

0
H13

(12年産)
H14

(13年産)
H15

(14年産)
H16

(15年産)
H17

(16年産)
H18

(17年産)
H19

(18年産)
H20

(19年産)
H21

(20年産)

0.0 
1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 (年)

２

注１．非GMO分別及びGMO分別は、日経市中相場で暦年による平均価格（税抜）。
２．国産大豆は、(財)日本特産農産物協会における入札結果で各年産の平均価

格(税抜）。



（３）実需者の求める品質

○ 大豆は、豆腐、納豆、煮豆、味噌等の食品用に使用されているが、それぞれの製品の特性を踏まえ、用途ごとに
求める品質が相違。

また、実需者からは、均質化、大ロット化が強く求められている状況。

○ 用途別に求められる品質

たんぱく質含量が高い
用
途

豆腐の製品歩留り
を重視

豆
腐

フクユタカ

エンレイ

大粒で糖分含量が高く、
外観品質が良い

途
別
に
求
め
ら
れ

煮豆の粒の大きさ、
味､色・見栄えを重視

煮
豆

用
途
別
の
代
表

タチナガハ

いわいくろ

大
豆
の
主

小粒で粒揃いが良く、
外観品質が良い

れ
る
大
豆
の
品

納
豆

納豆の粒の大きさ、
色、硬さを重視

表
的
な
品
種

納豆小粒

スズマル

主
な
用
途

大中粒で糖分含量が高く、
汚損・着色粒を含まない

品
質味

噌 味噌の色調を重視

キタムスメ

３



○ 大豆の生産は、米の生産調整の推進等に伴い作付が増加し、平成13、14年には生産量が27万トンに拡大。しかし

（１）生産量等

２ 生産動向と課題

○ 大豆の生産は、米の生産調整の推進等に伴い作付が増加し、平成13、14年には生産量が27万トンに拡大。しかし
ながら、台風等の気象の影響を受けやすく、平成15、16年と２年連続で不作となるなど、生産は不安定。
○ 大豆の価格は、生産量によって大きく変動することから、実需者からは安定生産を求める声が強い。

○ 作付面積、生産量の推移 ○ 年産別入札販売価格の動向

300200

作付面積（千ｈａ） 生産量（千トン） 22,000
円/60kg

14年産

15年産

200

250

300

150

200
262千トン生産努力目標 27年：27万㌧

生産努力目標27年：14万ha

14,000

18,000

15年産

16年産

17年産

18年産

19年産

20年産

100

150

50

100
生産

作付面積
田作

９９千トン

147千ha

10,000

,
20年産

0

50

0

50

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年

畑作

６１千ｈａ

2,000

6,000

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

資料：作物統計

資料：（財）日本特産農産物協会入札結果より
注：入札販売価格には消費税を含む。

作付面積 生産量 10a当たり収量

○ 基本計画における生産努力目標（27年）

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

作付面積 生産量 10a当たり収量

２７年努力目標 １４万ha ２７万トン １９７kg/10a

４



（２）単収・品質

○ 単収は年次変動･地域間格差が大きく､伸び悩んでいる。また､品質は３等級以下の低品位のものの割合が高い状況。
○ これらの原因としては、播種時期や収穫時期の降雨による播種や収穫の遅れ、基本技術の不徹底、生育期間中の低

等温・日照不足等。
○ 単収の向上や品質改善を図るためには、営農排水対策等の基本技術の取組が重要。

○ 単収の推移 ○ 大豆の農産物検査成績の推移○ 単収の推移 ○ 大豆の農産物検査成績の推移

250

300

kg/10a

100

150

200

資料 作物統計

0

50

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

全国 北海道 佐賀

年産
資料：作物統計

○ 大豆における低位等級の主な発生要因

３等格付の主な理由 発生要因
％

％

○ 栽培管理と単収

（籾殻暗渠） （防除）

３等格付の主な理由 発生要因

形質（粒の充実度等） 排水対策や肥培管理の不徹底

しわ粒 適期収穫行われなかったなど

100
119

60
80

100
120

140
160

100

144

60

80

100

120

140

160

汚損粒 不適切なｺﾝﾊﾞｲﾝ収穫作業

５

0
20

40

未実施 実施

0

20

40

60

未施工 施工

資料：石川農研 資料：北海道十勝農試



（１） 水田・畑作経営所得安定対策

○ 平成17年３月25日に新たな食料・農業・農村基本計画が策定され、現在品目別に講じられている経営安定対策を見直し、施策の対象と
なる担い手を明確化した上で その経営の安定を図る対策である水田 畑作経営所得安定対策に転換する方向が示され また 平成17年

３ 生産対策の推進

なる担い手を明確化した上で、その経営の安定を図る対策である水田・畑作経営所得安定対策に転換する方向が示され、また、平成17年
10月27日に「経営所得安定対策等大綱」が策定。

○ 平成18年６月14日に大豆交付金暫定措置法の廃止を含む「農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律（平成18
年法律第88号）」が成立し、平成18年６月21日に公布。

○ 大豆については、19年産からの水田・畑作経営所得安定対策の下での、国産大豆の新たな流通の枠組み等を定める国産大豆の生産計画

従 前 現 在

及び集荷・販売計画作成要領（平成19年３月30日付け18生産第6009号生産局通知）等を発出。

全農家を対象とした 意欲と能力のある担い手を

収入の減少
による影響
の緩和のた

収入の変動

基準収入
価格

収入・価格の変動

全農家を対象とした
品目ごとの政策

意欲と能力のある担い手を
対象とする経営全体に着目した政策

の緩和のた
めの交付金
（ナラシ）

経営全体に着目
した対策
対象品目：５品目

（米穀 麦 大豆 て

当該年の減収額の９割に対する支払

９割９割

・価格

稲得・
担経

豆経

諸外国との生

（米穀、麦、大豆、て
ん菜、でん粉原料用
ばれいしょ）

麦
大豆

てん菜 でん粉
原料用

米

販
売
額

大豆 てん菜 でん粉
原料用

米
諸外国との生
産条件格差
から生ずる不
利の補正のた
めの交付金
（ゲタ）過去の生産実績に基づく支払

＝Σ( 品目毎の単価 × 品目毎の過去の生産実績 )

麦 ばれいしょ

経営全体に着目

助
成
額

麦

麦作経営
安定資金 大豆

交 金

原料用
ばれいしょ

抱合せ
による

実需者負担

毎年の生産量・品質に基づく支払
＝Σ(品目毎の単価(品質格差あり)×品目毎の生産量)

経営全体に着目
した対策
対象品目：４品目

（麦、大豆、てん菜、
でん粉原料用ばれ
いしょ）

交付単価を決定

交付金 調整金・
交付金

６
行政価格を決定



（２）産地改革の推進

○ 生産努力目標の達成に向け、各産地の農協を中心とした産地協議会（447産地協議会(平成19年７月末)）が産地強化○ 生産努力目標の達成に向け、各産地の農協を中心とした産地協議会（447産地協議会(平成19年７月末)）が産地強化
計画を策定し、品質・生産性の向上等に係る課題解決に向けた自主的・計画的な取組による産地改革を推進中。

産地協議会
（JA 生産者 市町村 普及指導センタ 実需者 等）（JA、生産者、市町村、普及指導センター、実需者 等）

産地強化計画

現状把握 都道府県

目標設定

活動計画（例）

推進体制

・協議会の開催等
産地協議会
で活動の実
施効果など

大豆の生産、販売状況や実需者の評価を把握
自己評価

報告

各
産
地
の
活

地域の実情に即した実現可能な目標を設定
作付面積、単収、出荷数量、品種転換、品質・生産
性の向上、需要拡大等

担い手の育成・生産の組織化

需要に即した計画的な生産

・集落座談会や研修会の開催
・モデル集落の設定 等

施効果など
を検証し、
自己評価を
実施

指導

活
動
状
況
や
成
果

○担い手の育成・生産の組織化の取組
・農地・作業の集積 認定農業者への誘導 集落営農組

課題解決のための具体策
品質の向上

・栽培技術講習会の開催、栽培指針作成
・病害虫防除・管理対策

・契約栽培の推進、品種の転換

指導
・支援

果
を
取
り
ま
と
め農地 作業の集積、認定農業者への誘導、集落営農組

織の育成

○需要に即した計画的な生産の取組
・入札、相対、契約栽培

○品質の向上の取組
・上位等級比率の向上

生産性の向上

・病害虫防除・管理対策

・不耕起栽培等の新技術導入、無人ヘリ防除
・乾燥調製施設の計画的な利用

反省点を翌年度の
活動に反映

め

○生産性の向上の取組
・作付けの団地化、ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝ、新技術の導入等

○需要拡大の取組
・地産地消、契約栽培の推進 等

需要拡大

・実需者や消費者との懇談会の開催

７



（３）大豆300Ａ技術等の新たな技術の普及推進

○ 大豆の生産は、担い手や生産組織への作業集積、作業の機械化等を推進した結果、生産規模は拡大したものの、
単収及び品質の向上が図られていない状況。

○ このため、（独）農業・食品産業技術総合研究機構が開発した気象条件や土壌条件に応じた低コスト・省力安定
生産技術（大豆300A技術）等の新技術の普及を推進。

○ 耕起・播種技術

１．「不耕起播種技術」
・稲、麦、大豆に汎用できる播種機
・耕起・整地を省略し 直接播種

○ 耕起 播種技術

大規模経営向け

湿害
程度

「狭畦省力栽培技術」
・倒伏に強い品種を狭畦幅（３０cm）
で栽培
・栽培期間中の中耕・培土作業（２
回程度）を省略

普及推進

１ 普及目標の設定

各農政局ブロック毎に、普及すべき新技術や普及対象
を明確にした上で 普及目標を設定・耕起・整地を省略し、直接播種

・汚粒低減、表面排水性向上

湿害軽減対策

小 回程度）を省略

２ 普及推進体制

を明確にした上で、普及目標を設定。

農政局、独法試験場、都府県（行政、普及、試験研
究機関）、市町村、産地JA等の関係機関が一体とな
り 役割等を明確化の上 推進体制を強化

２．「浅耕播種技術」
①黒ボク土において、種子直下を耕

起せずに堅く残し、排水性と保水性
を向上

中

３ 目標達成に向けた取組

り、役割等を明確化の上、推進体制を強化

・農政局、都府県、産地の各段階の役割に応じて、相互
連携を図りつつ、必要な取組内容を定めた普及推進方針

②東海地方に多い、クラストができや
すい黄色土や赤色土において、土
壌表面５cm程度を耕起、同時に小
明渠を作溝し、土壌風化を軽減し、
排水性も向上

サ イ ド デ ィ ス ク 補 強 フ レ ー ム

施 肥 ・播 種 ユ ニ ッ ト

サ イ ド デ ィ ス ク 補 強 フ レ ー ム

施 肥 ・播 種 ユ ニ ッ ト

を策定し、これに基づき効果的な取組を実施。

・普及に当たっては、新技術の産地への周知徹底に重点
を置き、
・普及啓発資料の作成配布
（「農業新技術２００７」に選定）

３．「耕うん同時畝立て播種技術」

・十分に砕土し、高畦を作るアップ
カットロ－タリ－を活用

大

畦 成 形 板畦 成 形 板

（「農業新技術２００７」に選定）
・ホームページによる情報提供
・技術講習会や現地検討会の開催
・栽培技術指針や栽培暦の見直し

等を実施。

・日本海側に多い灰色低地土等の
重粘な土壌の排水性（硬化程度）を
改善し、出芽、生育が向上

４ 関係事業

・担い手経営革新促進事業
・強い農業づくり交付金

８



（４）新品種の開発

○ 新品種の育成に当たっては、各地の栽培状況を踏まえ、豆腐用、煮豆用等の用途ごとに実需者ニ－ズを反映して
加工適性が高い品種等に重点化して実施。加 適性が高 品種等 重点化して実施。

○ 開発された新品種については、産地段階での栽培実証圃場における技術の確立・普及等を実施することにより、作
付面積も徐々に拡大。

近年 お る新 種導 事例○ 近年育成された大豆 主な新品種 近年 お る新 種導 事例○ 近年における新品種導入の事例○ 近年育成された大豆の主な新品種 ○ 近年における新品種導入の事例

（北海道）

豆腐用

おおすず（青森・秋田・福島）
あやこがね（宮城）

ふくいぶき（福島）
煮豆用

ユキホマレ（岩手）
納豆用

東北
煮豆用

ユキホマレ（北海道）

いわいくろ（北海道）
タマフクラ（北海道）

納豆用
ユキシズカ（北海道）

ゆきぴりか（北海道）

北海道
豆腐用

おおすず（青森・秋田・福島）
あやこがね（宮城）

ふくいぶき（福島）
煮豆用

ユキホマレ（岩手）
納豆用

東北
煮豆用

ユキホマレ（北海道）

いわいくろ（北海道）
タマフクラ（北海道）

納豆用
ユキシズカ（北海道）

ゆきぴりか（北海道）

北海道 トヨコマチ

(昭和６３年育成）
裂莢し易く機械化適性が低い

平成１３年 平成１９年

ユキホマレ

(平成１３年育成）
低温に強く、機械化適性が高い

平成１２年 平成１９年

豆腐用
あやこがね（新潟・福井）
タチホマレ（長野）

煮豆用
つぶほまれ（長野）

納豆用

北信越

納豆用

すずかおり（山形）
すずほのか

新用途

きぬさやか（秋田）
青丸くん（岩手）

関東・東海

ゆきぴりか（北海道）
味噌用

トヨハルカ（北海道）

豆腐用
あやこがね（新潟・福井）
タチホマレ（長野）

煮豆用
つぶほまれ（長野）

納豆用

北信越

納豆用

すずかおり（山形）
すずほのか

新用途

きぬさやか（秋田）
青丸くん（岩手）

関東・東海

ゆきぴりか（北海道）
味噌用

トヨハルカ（北海道）

平成１３年 平成１９年
４，７７８ｈａ ２，０７５ｈａ

平成１２年 平成１９年
１５０ｈａ ６，７８６ｈａ

納豆用
すずろまん（新潟、長野）

豆腐用
ハタユタカ（茨城・群馬）

つやほまれ（岐阜）
サチユタカ（千葉）

新用途

なごみまる

関東 東海

煮豆用

九州
近畿・中国・四国

納豆用
すずろまん（新潟、長野）

豆腐用
ハタユタカ（茨城・群馬）

つやほまれ（岐阜）
サチユタカ（千葉）

新用途

なごみまる

関東 東海

煮豆用

九州
近畿・中国・四国

タマホマレ

(昭和５５年育成）

（近畿・中国地方）

サチユタカ

(平成１３年育成）
豆腐用

サチユタカ（岡山・山口・島根・兵庫・奈良・
鳥取・広島・高知）

ことゆたか（滋賀）
味噌用

タママサリ

煮豆用
クロダマル

納豆用
すずおとめ（熊本）

新用途
エルスター（大分）

キヨミドリ（宮崎）

近畿 中国 四国

豆腐用

サチユタカ（岡山・山口・島根・兵庫・奈良・
鳥取・広島・高知）

ことゆたか（滋賀）
味噌用

タママサリ

煮豆用
クロダマル

納豆用
すずおとめ（熊本）

新用途
エルスター（大分）

キヨミドリ（宮崎）

近畿 中国 四国 (昭和５５年育成）
豆腐加工適性が低い

平成１２年 平成１９年
６，３９０ｈａ １，３５６ｈａ

(平成１３年育成）
豆腐加工適性が高い

平成１２年 平成１９年
１１６ｈａ ３，７８４ｈａ

９

注１：新用途は緑大豆、リポキシゲナ
ーゼ欠失などによる青臭みのな
い大豆等

注２：品種名の後の（ ）内は奨励県

注：作付面積は全国計


